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Ⅰ　はじめに
　パーソナルコンピュータ（以下、PC）の処
理能力の向上や地域データのデジタル化に伴
い、地 理 情 報 シ ス テ ム（Geographic 
Information System、以下、GIS）が地域を
対象とする分析や業務の一般ツールとして普
及している。GISは、点、線、面といった次
元の異なる各種地域データを地図上で重ね合
わせることによって同次元での分析を可能に
するため、地域データの応用範囲を拡大し、
地域研究における視点の多様化や対象地域の
広域化を可能にした。地域研究において、も
はやGISは必要不可欠な分析ツールであり、
地域データもGISでの使用を前提として供給
されるものが多くなってきている。そのため、
山田（2000）では、大学教育におけるGIS学
習の必要性を指摘し、予想される問題点に対
応した学習プログラムを提案した。
　一方、GISの普及は、行政サービスにおい
ても指摘されるところであり、行政の各種業
務にGISが導入されるケースが増えてきてい
る。行政とは、地域の情報を収集、管理する
ことであり、その目的は現在生じている（あ
るいは今後生じるであろう）問題点を的確に
把握し、それらに対応するための政策を立案、
実施することにある。地域の情報を地図上で
管理し、正確な提示と様々なシミュレーショ
ンを可能にするGISが、業務の効率化に果た
す役割は大きい。また、サービスを受ける住
民側においても、GISという言葉に対する認
知の度合いは低いものの、GPS（Global 
Positioning System）が組み込まれたカーナ
ビゲーションシステムによる位置確認や経路
探索、インターネットを利用した地理情報の
検索及び閲覧等、電子地図の使用や利用方法
に関する知識は近年急速に高まっている。
　このように、行政業務にGISを導入する必
要性や、それを一般に広めていく時代的背景
は十分に指摘できる。ただし、業務の効率化
や行政サービスの本質を考えた場合、導入さ
れるGISは庁内の他部署や地域住民が持つそ
れぞれの目的に対応できるものでなければな
らない。しかしながら、導入されるGISは基
本的に特定業務に特化して設計されており、
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不特定多数のユーザーを想定してはいない。
そのため、行政業務に対するGIS導入には、
特定業務に特化しながらも、不特定多数の
ユーザーに対応できる環境の整備が必要にな
る。これは研究分野におけるGISの使用と大
きく異なる点である。
　近年提案されている統合型地理情報システ
ム（以下、統合型GIS）は、上述の環境整備を
目指すものであり、国家的施策として進行中で
ある。その成否は、行政における今後のGIS
導入の過程に多大な影響を及ぼすことは明ら
かである。そこで、本研究では、統合型GISの
整備状況を整理し、予測される問題とその対
応策を検討することによって、行政における
GIS導入の今後を展望することを目的とする。
Ⅱ　GIS整備の政策的経緯
　行政の業務にGISを導入する契機となった
のは、1995年１月に発生した阪神淡路大震災
である。災害発生時には、交通機関はもとよ
り電気、ガス、水道といったライフラインの
被災状況を迅速に把握する必要があるが、震
災発生当時、それぞれの担当機関でまとめら
れた被害状況は紙の地図に示される場合が多
く、そこに記載される情報量にも限界があっ
た。さらに、行政はそれらの被災状況を掌握
し、被害の状況に応じた救援活動を行わなけ
ればならなかったが、大量のアナログデータ
を迅速に処理することは難しく、それらを多
種多様な救援活動の目的に合わせて分かりや
すく整理しなおすことは不可能であった。
　支払った代償はあまりにも大きかったが、
震災後、災害時に要求されるのは、業務の「正
確さ」と「迅速さ」であり、それらは担当機関
および庁内各部署の「連携」によって達成さ
れる、という教訓を得た。これらのキーワー
ドは通常の業務における効率化にも直結し、
より高次の行政サービスを実践するためにも
必要なものである。そのため、その後、わが国
ではデジタルデータの整備とそれを地図上で
管理するGISの導入が進められることになった。
　まず、震災があった1995年にGIS関係省庁
連絡会議が発足し（1995年９月）、同会議の
中間とりまとめ（1996年６月）を受けて、
「国土空間データ基盤の整備及びGISの普及
の促進に関する長期計画」（1996年12月）が
策定された。同長期計画では、1996年～1998
年を基盤形成期、1999年～2001年を普及期
とし、基盤形成期においては国土空間データ
の標準化、普及期においては国土空間データ
の整備および普及にそれぞれ重点が置かれた。
　その結果、ISO/TC211の標準案を踏まえた
地理情報標準（第１版）が国土地理院と民間
53社らによって提示され（1999年３月） １）、
その整備のために「国土空間データ基盤標準
及び整備計画」が同時に策定された（1999年
３月）。同整備計画以降の国土空間データ基盤
の普及状況には目を見張るものがあり、GIS
を利用する上で必須となる下図の入手がそれ
以前に比べて格段に容易になったことは十分
に評価されるだろう。
　また、通商産業省による産官学共同プロ
ジェクトである「GIS関連情報の相互流通に
関する技術開発及び実証実験事業」が1999年
より進められ、2001年には空間データの相互
流通用のプロトコルとして開発されてきた
G-XMLがJIS化された（2001年８月） ２）。さら
に、2002年には、地理情報標準（第１版）が
より実際の運用に適したものに改良され、地
理情報標準（第２版）が提示された（2002年
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３月）。これらによって、GISを行政業務に導
入する前提条件はほぼクリアされたといえる。
　このような状況から、GIS関係省庁連絡会
議は、2002年度から2005年度までの期間を
対象にして「GISアクションプログラム
2002－2005」を策定した（2002年２月）。こ
れは、「国土空間データ基盤標準及び整備計
画」のさらなる推進と、電子自治体を推奨す
る「e-Japan重点計画」（2001年３月）の実践
を目的としており、GISの本格的な導入を行政
サービスの質的な向上にむすびつけ、そのた
めに政府が実施する施策を定めたものである。
　さらに、総務省は、2001年に「統合型の地
理情報システムに関する全体指針」、「統合型
の地理情報システムに関する整備指針」を全
国の地方公共団体に通知し（2001年７月）、
統合型GISの整備を提唱した。そして、その
翌年に「統合型の地理情報システムに関する
運用指針」、「統合型の地理情報システムに関
する活用指針」を通知し（2002年９月）、統
合型GISを実際の業務に利用するためのより
具体的なガイドラインを提案した。
　統合型GISは、地理情報標準に基づくデー
タ互換によって庁内における個別GISの連携
を可能にし、行政サービスにおけるGISの応
用範囲を拡大するものである。「GISアクショ
ンプログラム2002－2005」と統合型GISの関
する４つの指針によって、行政業務における
GIS利用は実践期に入ったといえる。
Ⅲ　統合型GISの整備状況
　総務省が2001年４月に行った「地方公共団
体における行政情報化の推進状況調査」（総務
省、2001）によれば、全国3,294の地方公共
団体のうち760団体（23.1％）でなんらかの
業務にGISが導入されていた（第１表）。とく
に、都道府県では39都道府県（83.0％）でGIS
が導入されており、市町村での導入状況
（22.2％）を大きく上回る。これは業務内容
の差異によるものに加え、全国的な趨勢に敏
感な都道府県の位置づけやGIS導入に関わる
必要機材およびデジタルデータの整備に予算
を投入できる財政状況の差異によるところが
大きいと思われる。
　一方、統合型GISは、全国3,294の地方公共
団体のうち99団体（3.0％）でしか導入され
ておらず、2,348団体（71.3％）では検討す
らされていない状況であった（第２表）。ただ
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第１表　地方公共団体のGISの導入状況
計未 検 討検 討 中調 査 中整 備 中導 入 済
   47（100.0）    1（ 2.1）  2（ 4.3） 1（2.1）  4（8.5） 39（83.0）都道府県
3,247（100.0）1,979（60.9）330（10.2）54（1.7）163（5.0）721（22.2）市 町 村
3,294（100.0）1,980（60.1）332（10.1）55（1.7）167（5.1）760（23.1）計
（平成13年４月１日時点）出典：総務省（2001）
第２表　地方公共団体の統合型GISの導入状況
計未 検 討検 討 中調 査 中整 備 中導 入 済
   47（100.0）   11（23.4） 23（48.9） 6（12.8） 4（8.5） 3（6.4）都道府県
3,247（100.0）2,337（72.0）657（20.2）92（ 2.8）65（2.0）96（3.0）市 町 村
3,294（100.0）2,348（71.3）680（20.6）98（ 3.0）69（2.1）99（3.0）計
（平成13年４月１日時点）出典：総務省（2001）
し、都道府県における「未検討」は23.4％と
なっており、ここでも都道府県と市町村との
進行状況に明瞭な差異を指摘することができ
る。なお、導入済みと回答した99の地方公共
団体には、総務省が統合型GISの全国的導入
にむけて行った「GISモデル地区実証実験」
（総務省、2000）で実験地区に指定された20
の地方公共団体のいくつかが含まれていると
考えられるため、地方公共団体の実情に合わ
せたオリジナルな導入事例はさらに少なく
なる。
　また、2002年10月に山形県が行った調査
によれば、回答のあった42市町村のうち（未
提出２町村）、21市町村（50.0％）でGISが何
らかの業務に使用されており、全国的な水準
を上回る結果となった（山形県、2002）。こ
の調査は総務省の行った調査よりも１年半遅
れて実施されたものであるが、決して潤沢と
はいえない財政状況の中で、半数の市町村が
GISに対して前向きな姿勢を見せていること
は、地域情報のデジタル化に対する高い認識
度を示すものとして評価できる。
　しかしながら、使用上での問題点あるいは
より高次な導入に対する意識に関する回答か
らは、設備投資やデータ更新にかかる様々な
コストを懸念する声が多く、デジタル化に肯
定的な認識を持ちながらも、現実問題として
その対応に苦慮しているというのが実情のよ
うである。調査では、統合型GISを導入して
いる市町村が現在のところないという結果も
出ているが、それもコスト面からの制約、さ
らには費用と効果に関する長期的な見通しが
難しいという実情を反映しているものと考え
られる。
　このように、地域的なばらつきはあるもの
の、個別業務におけるGISの導入は全国的な
規模で着実に進行している。しかし、統合型
GISについては、まさにこれからの問題であ
り、導入の進行は現状と将来の見極めにか
かっている。
Ⅳ　統合型GISを導入する意義
　特定業務に導入されつつあるGISは、今後、
統合型GISにまで拡張されていくことが予測
される。そこで、以下では、統合型GISの導
入時に考慮すべき課題を提示するために、
GISの定義にまで溯って、統合型GISの意義を
整理してみたい。
　GISが一つのシステムとして位置づけられ
るのは、地域データの管理、抽出、分類、変
換、分析、表示といった作業を一括して行う
ことができるように開発されているためであ
る。また、GISでは、地域データに座標点を
与えて、地図上でそれらのデータを管理する。
データに地図上での位置を与えるということ
は、研究や業務の目的に応じて、統計分析等
のデータ加工を行ったり、次元の異なる点、線、
面のデータを他の次元に変換しても、その結
果を重ね合わせて地図に表示（オーバーレイ）
できるということを意味している。
　つまり、GISとは、地図という基盤の上で、
複数のデータを目的に応じて整理するための
システムであり、白地図と地域データによっ
て構成される主題図（テーマを持った地図）
を作成するアプリケーションソフトなのであ
る（主題図＝白地図＋地域データ）。
　GISで作成される地図は電子地図を下図に
しているため、劣化することなく鮮明な地図
を必要な分だけ容易に表示、印刷することが
でき、拡大や縮小による地図情報の欠損も生
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じにくい。また、地図上に表示しきれない情
報も、必要に応じていつでもPCから取り出し
て表示することができる。先に述べたように、
GISの持つこのような「正確さ」と「迅速さ」
がGIS導入の大きな意義となっている。
　しかしながら、行政業務に限って見た場合、
白地図となる電子地図を作成することは地方
公共団体の直接的な業務ではない。また、GIS
は、管理する地域データが多岐にわたるほど、
複雑な目的に対応しやすくなるが、すべての
地域データを地方公共団体だけで収集、加工
することはできない。その結果、特定業務に
対して個別にGISを導入した場合、それを運
用していくためには、業務とは直接的に関連
しない部分に多大な労力と費用を費やすこと
になる。そして、それらは導入したGISの台
数分だけ財政を圧迫することになる。GIS導
入の魅力は確かに大きいが、費用削減効果は
期待できない。むしろ、前章で見たように、
費用増大に対する懸念がGIS導入に対する抑
制要因となっている。
　統合型GISは、下図として使用する電子地
図を共用空間データとして一元管理すること
によって、データ管理にかかる費用を削減し
ようとするものである。データの一元管理が
可能になれば、庁内各部署のGIS運用は、部
署内で管理しなければならない地域データ
（以下、総務省の指針に合わせて、個別空間
データ、と呼ぶ）の整備に絞られる。つまり、統
合型GISとは、GISの持つ魅力を維持したまま
で費用削減を可能にする庁内ネットワークの
整備であると結論づけられる（主題図＝共用
空間データ＋個別空間データ）。
　統合型GISの導入による費用削減効果に
よって、庁内各部署におけるGIS利用は促進
されるであろう。しかし、統合型GISを導入
したからといって、既にGISを個別に導入し
ている部署の作業効率が向上するわけではな
い。上記の「GISの持つ魅力を維持したまま
で費用削減を可能にする」というのは、GIS
を単体で利用した場合以上の効果を期待する
ことはできないということでもある。統合型
GISの効果は、共用空間データの一元管理が
もたらす費用削減効果とそれが庁内各部署に
おけるGISの普及を促進させるという点であ
る。そして、その理解があって初めて、後述
するような段階的な整備計画の必要性が指摘
できるし、統合型GISの可能性に関する議論
が可能になる。
　2002年に通知された「統合型の地理情報シ
ステムに関する活用指針」には統合型GISの
利活用が示されているが、それらはすべて統
合型GISが組み込まれたクリアリングハウス
（Clearinghouse）の構築を前提としているも
のであることに注意しなければならない。ク
リアリングハウスとは、「資料及びデータを収
集し、保存し、報知し、利用できるようにす
る機関」と定義され、GISの分野では通信ネッ
トワークを利用した空間データの流通機構全
体を指す３）。
　統合型GIS導入の意義はまず費用削減であ
るが、同指針が指摘するように。統合型GIS
が地域内で構築されるクリアリングハウス
（地域クリアリングハウス）の中核として機能
する可能性があることもまた統合型GIS導入
の意義と言える。ただし、後者の意義は長期
的かつ広域的な地域計画の中で具体化される
ものである。 
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Ⅴ　整備に伴う庁内LAN環境の変化
１．現況
　現在、多くの地方公共団体では、インター
ネットや電子メールを利用する必要性から庁
内LANが整備されている。そのため、庁内の
各部署には少なくとも１台の業務端末が設置
されているが、個別業務に特化して導入され
てきたGISの使用環境は様々である。これは
GISの導入を委託する業者が落札によって決
定されているためである。もちろん、落札制
度は業務委託の公正性を確保するためには必
要な制度であるが、それによって庁内には開
発メーカや操作方法が異なるGISが混在する
状況が作り出されている（第１図）。
　たまたま同じ開発メーカのGISが導入され
た部署間では、データの互換が理論的には可
能であるが、単体での利用（スタンドアロン）
を前提に導入されたGISの多くは、下図とな
る電子地図もセットで導入されており、使用
ライセンスの問題から見ても、特定の部署間
で下図を共用することは難しい。このような
状況から、庁内では、GISを導入せずに紙の
地図を依然として業務に利用する部署が多く
存在している。また、無線インターネットを
利用する防災用GISなどは、庁内LANとは別
に設置され、電源の供給方法や設置場所も一
般の業務端末とは異なる。
２．統合型GIS導入の初期段階
　以上のような状況において、統合型GISを
導入すると、基本的には庁内LANを構成する
サーバーで共用空間データが一元管理される
（第２図）。共用空間データには、作成者、作
成日時、データ形式、位置精度、測地系、座
標系等の仕様が記述されたデータが添付され
る。このデータはメタデータと呼ばれ、地理
情報標準に基づいてG-XML等の統一言語で
記述される。また、一元管理されている空間
データを検索、抽出するために、サーバーに
はデータ検索用エンジンが搭載される。統合
型GISでは、サーバーで一元管理する空間
データの種類や量に加え、このデータ検索用
エンジンの質が重要になる。
　一方、各部署の業務端末には、抽出した空
間データに添付されたメタデータを読み込み、
その空間データをそれぞれのGISで使用可能
にするためのコンバーターが組み込まれる。
G-XML等の標準プロトコルに対応したGIS
を導入した場合は、コンバートの作業すら必
要としなくなるであろう。
　なお、前述した防災用GISに代表されるよ
うに、使用環境が他のGISと極端に異なる個
別GISは、庁内LANに直接組み込むと逆に本
来の業務を遂行しにくくなる場合もある。そ
のため、特殊なGISを庁内LANに組み込むに
は十分な検討が必要であり、結果として単体
で稼働が継続することもありうる。
３．クリアリングハウスの構築
　地方公共団体は地域内で最大の情報収集能
力を有しており、統合型GISには、地域クリ
アリングハウスの中核になることが期待され
ている。クリアリングハウスが構築され、そ
れに統合型GISが組み込まれると、サーバー
で一元管理されていた共用空間データと公開
可能な個別空間データがクリアリングハウス
サーバー（ノードサーバ）を介してインター
ネット上で公開される（第３図）。
　公開される空間データのうち、一部の共用
空間データについては、その管理を国土地理
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院等のより上位のネットワークに移管し、
管理にかかる費用をさらに削減すること
も可能である。また、地域内の研究機関
や民間企業も空間データをクリアリング
ハウスに登録し、インターネット上でそ
れを公開すれば、従来、単独では整備し
にくかったデータを個別空間データとし
てそれぞれのGISに取り込み、より効果
的で精度の高い業務ないしは研究を行う
ことができる４）。このように、クリアリ
ングハウスの構築は、空間データのやり
とりによって専門機関の「連携」を可能
にする。
　また、クリアリングハウスが構築され
れば、住民は自宅から地域の情報を容易
に検索、閲覧することが可能になり、行
政業務の内容や地域に関する理解を深め
ることができるようになる。さらに、CGI
（Common Gateway Interface）や ASP
（Active Sever Pages）が情報の閲覧
ページに使用されていれば、住民側から
の意見の収集も容易になるであろう５）。
行政と住民との双方向通信は電子自治体
の要であり、地域クリアリングハウスの
構築が行政業務のさらなる効率化につな
がることは間違いない。
　費用削減というある意味消極的な導入
理由に加えて、運用上での実務効果とい
う積極的な導入理由を見出すためには、
クリアリングハウスの構築を前提とした
統合型GISの導入計画が必要であろう。 
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第１図　統合型GIS導入前の庁内LAN環境
第２図　統合型GIS導入後の庁内LAN環境
第３図　クリアリングハウス登録後のネットワーク
Ⅵ　統合型GISの段階的整備計画
１． 段階的な整備計画の必要性
　「統合型地理情報システムに関する全体指
針」によれば、統合型GISとは「庁内LAN等
のネットワーク環境のもとで、庁内で共用で
きる空間データを「共用空間データ」として
一元的に整備・管理し、各部署において活用
する庁内横断的なシステム」と定義されてい
る。ただし、「統合型地理情報システムに関す
る活用指針」にも見られるように、統合型GIS
を導入する真の効果は、クリアリングハウス
の構築を含めた地域全体の情報ネットワーク
整備によって得られる。
　しかし、実際に統合型GISを導入する地方
公共団体の側から見れば、現場での実務をこ
なしながら、導入計画を進めていかなければ
ならず、導入にかかる労力や費用の問題が現
場での実務に支障を来すことも考えられる。
そのため、「まず何をどこまで整備すればいい
のか」、という短期的かつ具体的な導入計画が
必要とされる。地域クリアリングハウスの構
築という長期的計画を策定し、全体的な枠組
みを定める必要があることは前章で指摘した
とおりであるが、そのうえで短期的な計画を
一つずつクリアしていくことが、現場での理
解を深めることにもつながり、実用的な統合
型GISの導入を可能にすると考える。
　以上のことから、本研究では、統合型GIS
導入の最終的な目的は地域クリアリングハウ
スの構築にあるとしながらも、それを達成す
るためには、段階的なステージが必要である
と考え、庁内での統合型GISの導入と地域全
体でのクリアリングハウスの構築を分けて考
えることを提唱したい
２．統合型GISの基本的な整備
　多くの地方公共団体にとって、統合型GIS
をいきなり導入することは少なからぬ混乱を
招くであろう。しかし、導入前の調査に多く
の時間をかけても得るものは少ない。GISが
導入されている部署ではその実務性を十分に
理解しているだろうし、逆に使用していない
部署では言葉による説明だけで理解を得るこ
とは難しいからである。まずは、試験的に既
存の個別GISを庁内LANに組み入れてみる
ことが必要であり、共用空間データを利用可
能な状態にして、実際にそれを利用すること
が第一段階の整備と考える。
　GISに限らず、アプリケーションソフトは
実際にそれを使うことによって初めてその長
所、短所が認識される。アプリケーションソ
フトに対する正しい認識が、その操作に対す
る先入観を和らげ、アプリケーションソフト
の使用頻度を高めることに繋がる。統合型
GISにしても、試験的に個別GISが既に導入さ
れている複数部署で下図を共用してみて、そ
の後、操作性や不具合に対する調査を行うほ
うが効率的である。
　GISが導入されていなかった部署に対する
GISの設置は、共用空間データが既存GIS間で
利用可能になるまでひかえ、その次の段階と
して考えるべきである。これについては、庁
内での異動を効果的に利用できる。統合型
GISはサーバーで一元管理される共用空間
データを標準化されたプロトコルを介して使
用する。そのため、ある部署でGISの利便性
と共用空間データの操作を経験した職員は、
異動後の部署でもGISの必要性を感じるであ
ろうし、メーカーの異なるGISであっても同
様な操作方法で共用空間データをサーバーか
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ら取り出して使用することができる。新規の
GISは、このような職員の指導のもとで設置
されるべきである。職員の習得した知識や技
術を有効に利用できるのも統合型GISの大き
な魅力として指摘できる。
　GISの新規導入は、次節で述べる個別空間
データの配布という観点から、既にGISを使
用している部署と業務内容が関連する部署か
ら順に進めるのが望ましい。時代背景や業務
の多様化から将来的には庁内の全部署にGIS
が配置されると考えられるが、実情にそぐわ
ない遠大な計画を立てるのは現実的ではない。
既存GISの稼働を中心に実現可能な全体計画
を立案する必要がある。ただし、当然のこと
ながら、庁内で利用するGISが多くなるほど
統合型GISの費用削減効果は大きくなる。
なお、現時点で業務にGISがまったく導入さ
れていない地方公共団体については、GISの
導入と庁内LANの整備を同時に進めること
は困難であるため、まずは特定業務にスタン
ドアロンのGISを導入し、GISの効用を確認す
ることが先決である。
３．空間データの公開のための整備
庁内で共用空間データの使用が可能になれば、
とりあえず統合型GISの基本的な整備は達成
されたと言える。しかし、統合型GISの導入
を実務効果の向上にむすびつけるためには、
個別空間データの一部をサーバーに登録し、
それを複数部署で同時に使用できるという環
境を作り出さなければならない６）。このよう
な環境になれば、業務の「連携」が可能にな
り、統合型GISの実務上での効果が発生する。
また、その延長線上に地域クリアリングハウ
スの構築が見えてくるはずである。
　個別空間データの複数部署での利用は、
サーバーに登録する個別専門データの担当部
署のみにデータ改変や閲覧許可の権限を与え
ることによって可能になる。まず、試験的に、
必要と思われる個別空間データをメタデータ
と共にサーバーに登録し、他の部署のGISで
実際にそれを閲覧できるかどうかをチェック
する。ここで重要なことは、データをすべて
ダウンロードさせてしまうのではなく、あく
までもサーバーに登録されたデータを閲覧す
る範囲で利用できる環境を作ることである。
そうすることによって、担当部署からの操作
でデータの使用を細かく制限することが可能
になる。データのダウンロードは、制限なし
のデータ使用ということになり、とくに限定
された使用者に対してのみ許可される。
　このようなテストパターンを繰り返すこと
によって、ネットワーク上でのデータ管理に
対する知識と理解を深め、個別空間データの
担当部署に与えられる管理者権限を庁内で確
立していかなければならない。データの使用
者とその目的に応じて、データの使用条件を
制限することになるため、審査基準や制限内
容を庁内で統一しておく必要があるからであ
る。課題とすべき問題は、技術的な側面から
発生するものではなく、サーバーに登録すべ
き個別空間データをどのような基準で選別す
るかである。守秘義務や政策上の問題から、
すべての個別空間データが公開可能になるわ
けではない。各部署は担当する個別空間デー
タの公開可能性について慎重に検討し、デー
タのランク分けを行っておく必要がある。
　比較的閉鎖された庁内LANをベースにし
て、管理者権限の確立と個別空間データのラ
ンク分けが実現されると、残る最大の問題は
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セキュリティの強化である。庁内でのデータ
配布をインターネット上での公開にまで拡張
し、地域クリアリングハウス構築の中核に
なっていくためには、不特定多数のユーザー
に対するセキュリティの問題をクリアしなけ
ればならない。そのためには多大なメンテナ
ンス費用が必要になるであろうし、アクシデ
ントの発生に備えたシステム運営上の施策は
専門業者の手に委ねざるをえない。庁内組織
においてもサーバーを管理するための独立し
た部署が必要になると考えられる。
　また、アクセス量の増大は通信トラフィッ
クの問題を引き起こし、通信速度の低下が業
務の遂行にも影響を与えるであろう。前章で
は、住民との双方向通信が電子自治体の要に
なると指摘したが、サーバーへの負荷が大き
いCGIと汎用性に問題があるASPのいずれを
とるにしても７）、住民との双方向通信を可能
にするには現在よりも高速な通信回線とサー
バーの処理能力の向上が必要である。そのた
め、最も重要かつ効果的な双方向通信は、地
域内の情報ネットワーク整備における最終段
階にまでもちこされる。
　統合型GISをコンパクトに整備するのであ
れば、比較的簡易な方法でその目的は達成さ
れる。しかし、より効果的な統合型GISの導
入を目指すのであれば、個別空間データの登
録を前提としたクリアリングハウスの構築が
必要不可欠である。そして、そのためには、
①庁内における個別空間データの配布、②セ
キュリティを重視したサーバー機能の強化、
という２つの問題をハードとソフトの両面か
らクリアすることが必要になる。 
Ⅶ　おわりに
　本研究では、GISの普及とともに総務省が
全国の地方公共団体に対して提唱している統
合型GISを取りあげ、その整備状況を整理す
ることによって、予測される問題とその対応
策を検討し、統合型GISの今後を展望した。
その結果は以下のように要約される。
　行政業務に対するGISの普及は、阪神淡路
大震災を契機とし、わが国のIT化政策と並行
して1990年代後半以降急速に進行している。
統合型GISはこのような時代背景に基づく庁
内ネットワークの整備であり、下図の一元管
理によってGISにかかる費用を削減すること
を目的としている。
　現在GISを個別業務に導入している地方公
共団体の多くは、GIS使用の効用を認めては
いるものの、運用にかかる費用が制約になっ
て庁内業務におけるGIS使用の拡充に消極的
である。統合型GISはこのような問題を解消
するために提唱されており、導入後にそれが
十分に機能すれば、庁内業務に対するGISの
利用は促進される。また、統合型GISは将来
的に地域クリアリングハウスの構築と結びつ
き、電子自治体の中核として機能することが
期待されている。
　しかし、統合型GISを実際に導入する地方
公共団体の側から見れば、日々の行政業務を
こなしながらGISの操作方法や共用空間デー
タの使用方法を職員に習得させていかなけれ
ばならず、導入計画には現行業務とのバラン
スが求められる。そのためには、地域クリア
リングハウスの構築を目的とした長期的計画
によって全体的な枠組みを定めつつ、統合型
GISの基本的な機能を充実させる短期的な導
入計画を段階的に推し進めていく必要がある。
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また、短期的計画の段階的実施は、職員にGIS
に対する知識や技術を習得させ、GIS利用に
関する理解度を向上させるためにも必要で
ある。
　共用空間データの整備という統合型GISの
基本的な目的は比較的簡易に達成することが
できる。一方、地域クリアリングハウスを構
築し、地域全体での効用を高めるといった長
期的計画の達成には、サーバーの保守や情報
管理にかかわる技術的、費用的な問題が多く
残されている。それらの問題を統合型GISの
導入時においてすべて解消することはきわめ
て難しく、それにこだわりすぎることは現実
的とは言い難い。できることをできる範囲で
行うことが、導入の初期段階においては重要
である。
　時代背景やPCの処理能力の向上から見て、
地域データのデジタル化は避けられず、今後
さらに複雑化、多様化することが予測される
行政業務にはGISの利用が不可欠と考える。
しかし、業務の効率化や費用の削減が必ずし
も住民の「住みやすさ」に繋がるとはいえな
いケースもあろう。例えば、高齢者や身障者
といった社会的弱者に対する行政業務にはヒ
トの手によるケアが最優先されるべきである。
また、デジタル地図の普及は紙に記載される
アナログ地図の必要性を否定するものではな
い。煩雑に扱っても記載されている情報のす
べてがいっぺんに消えてしまうことはない紙
の地図は、今後もあらゆる場面で使用されて
いくであろう。
　GISの普及は全国の地方公共団体の必須課
題であるにしても、統合型GISを画一的な方
法で全国一斉に導入する必要はない。個別
GISの導入状況や地域内の実状を踏まえて、
オリジナルな導入計画を立案、実施していく
ことこそが、実際の業務を真に効率化し、住
民の「住みやすさ」を向上させていくことに
繋がると考える。
（山形大学人文学部人間文化学科）
　本研究を2002年１月６日に他界した父山
田安彦に捧げる。
【注】
１）注意しなければならないのは、地理情報標準
とは、空間データのフォーマットを統一するも
のはなく、データ互換のための標準を規定する
ものであるという点である。
２）G-XMLとは、HTML（HyperText Markup 
Language）を拡張しデータの構造や意味を定
義づけられるようにしたXML（eXtensible 
Markup Language）をさらにGIS向けに拡張
した言語であり、仕様の異なるGISが混在する
ネットワーク上で空間データの相互流通を可
能にする標準プロトコルと定義される。今後、
G-XMLは世界標準としても認定される予定で
ある。
３）国土地理院の「地理情報クリアリングハウ
ス・ゲートウェイ（分散検索システム）」のホー
ムページより「クリアリングハウスとは？」の
ページを参照した。URLは、
　http://zgate.gsi.go.jp/ch/aboutclearinghouse.html
４）このような形での空間データの利用は、アウ
トソーシング（外部経営資源活用）の一つであ
り、クリアリングハウスの構築によって達成さ
れる。しかし、空間データの流通量が多くなる
と、アウトソーサ （ー目的に応じたデータの収
集やチェックを専門に行う業者）への委託が必
要になるため、アウトソーシングが単純に費用
削減につながるとは限らない。
５）CGIもASPもクライアントの要求に応じて
サーバーが動的なWEBページを送り返す仕組
みであり、電子掲示板やデータ検索等に利用さ
れている。
６）各部署で管理される個別空間データの配布
は、データの管理責任の問題がネックになるた
め、ネットワーク整備の初期的段階においては
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実現しにくい。そのため、個別空間データの配
布は、統合型GISの基本的な整備の完了を待っ
て進めるべき課題と考える。
７）CGIはクライアントの要求に対してサー
バーがスクリプトプログラムを別に起動して
動的なWEBページを作成するため、サーバー
への負荷が大きく、処理速度も遅い。一方、ASP
はサーバー内でスクリプト処理を行うため、
サーバーへの負荷は小さく抑えられ、処理速度
も速くなる。しかし、基本的に、CGIはサーバー
のOSに左右されることはないが、ASP はIIS
（Internet Information Server） も し く は 
PWS（Parsonal Web Server）を 搭 載 し た
Windows機でしか動作しない。 
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